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１．はじめに 

 著者らは，これまでに模型を用いた小型土槽実験や，実施工機

を用いた中型～大型土槽実験を行い，静的圧入締固め工法による

改良効果について検討してきた 1)．しかし，静的圧入締固め工法

による改良地盤の加振時の挙動については未確認であった．そこ

で，実施工と同じ低流動性モルタルを用い，1/10 縮尺の圧入を再

現した地盤に対して振動台実験を行ない，加振時の挙動について

検討した 2)．このうち，本論文では，固結体配置の改良効果に与

える影響について検討した結果を報告する． 

２．実験概要 

 実験の詳細については，参考文献 2), 3) および前報 4) の通りであ

る．表-1 に実験ケースの一覧を示す．Case-5(13)および Case-15(13)

は，配置間隔を固定し，1 本あたりの注入量を変化させて改良率

asを設定した．Case-15(38)は，Case-15(13)と同じ改良率であるが，

1 本あたりの注入量を Case-5(13)と同程度にし，本数を増加させた

ものである．各ケースの配置平面図を図-1 に示す． 

 図-2 に入力加速度の時刻歴の一例として 250Gal の場合を示す．

また一例として，図-3 に 250Gal の加振時における過剰間隙水圧

比の時刻歴を示す．液状化の判断は，過剰間隙水圧比が 0.9 以上

に達したときとした．液状化加速度は 50Gal 単位で加振している

ため，換算加速度を用いた．換算加速度は式(1)より求めた．  

 ( )5050' −+×= eq
eq

eq WN
WN

αα  (1) 

 ここに，WNeq：液状化発生時の波数，WN：全波数（20 波），αeq：

入力加速度（Gal），αeq' ：液状化発生時の換算加速度（Gal）であ

る．例えば図-3 の例の場合，8 波目で過剰間隙水圧比が 0.9 以上

に達していることから，換算加速度αeq' は 220（Gal）となる． 

 地表面高さは，1 本ごとの注入完了時および加振の前後で測定

した．レーザー変位計により求めた地表面高さから，地盤の相対

密度 Drを算出した．初期地盤の相対密度は，Dr0=30%とした．加

振時の計測項目は，加速度，壁面土圧および間隙水圧である 4)． 

表-1 実験ケース一覧 
条件

Case

改良率 
as(%) 

本数 
n(本) 

1 本あたり

の注入量

(cm3/本)
記号 

0(0) 0 0 0 × 

5(13) 5 13 378 △ 

15(13) 15 13 1,038 ○ 

15(38) 15 38 398 ● 
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(b) Case-15(38) 

図-1 配置平面図 
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図-2 入力加速度の時刻歴の一例 
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図-3 過剰間隙水圧比の時刻歴の一例 
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３．実験結果 

 図-4 に総注入量と地盤変位の関係を示す．Case-5(13)は，注

入量が増加しても隆起がほとんど発生していない．Case-15(13)

は，注入量の増加とともに隆起量が増加している．Case-15(38)

は，総注入量ΣQ= 6,000 cm3 付近まではほとんど隆起が発生し

ていない．総注入量がΣQ= 6,000 cm3 を超えたあたりから，隆

起が発生している．以上の結果から，同じ改良率でも 1 本あた

りの注入量を少なくすることにより，隆起の発生する時期が遅

くなり，地盤隆起が抑制されることがわかった． 

 図-5 に総注入量と相対密度増分の関係を示す．相対密度増分

は改良前後の相対密度の差から求めた．各ケースとも，地盤隆

起が発生していない段階では，注入量の増加とともに相対密度

増分も大きくなっている．隆起発生後においても相対密度増分

は増加するが，その程度は隆起発生前よりも小さくなっている． 

 図-6 に改良後における K 値の深度分布を示す．ここで，K 値

は式(2)から算出した． 
 '' vhK σσ=  (2) 

 ここに，σh'：有効水平応力，σv'：有効鉛直応力である．有効

水平応力σh' は，壁面に設置した土圧計および土中に設置した

水圧計から求めた．有効鉛直応力σv' は，単位体積重量と深度

から算出した．この結果を見ると，改良率が大きいケースほど，

改良後の K 値も大きくなっている．また，CASE-15(38)の K 値

は，同じ改良率である Case-15(13)よりも改良後 K 値が大きくな

っている． 

 図-7 に液状化発生時の換算加速度の深度分布を示す．改良率

が大きいものほど，液状化発生時の換算加速度は大きくなり，

液状化の発生を抑制していることがわかる． 

４．まとめ 

 固結体配置の改良効果に与える影響について，1 本あたりの

注入量を変化させて振動台実験を行なった結果，以下のことが

わかった． 

(1) 同じ改良率でも，1 本あたりの注入量を少なくすることにより，地盤隆起を抑制することができる． 

(2) 1 本あたりの注入量を少なくすることにより，密度増分や K 値が大きくなり，液状化の発生を抑制するこ

とができる． 

 今後は，今回の実験により得られた結果を実施工に反映させたいと考える． 
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図-4 総注入量と地盤変位 
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図-5 総注入量と相対密度増分の関係 
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図-7 液状化時の換算加速度の深度分布 
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